
（平成２１年４月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



熊本国民年金 事案 343 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 61年３月まで 

    申立期間当時、Ａ社で店員として働いていたが、家庭の事情によりパー

トに切り替えてもらった。 

    年金は将来のために積み立てようと考え、国民年金に加入し保険料を納

付した。申立期間について、国民年金保険料を納付していたことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、12 か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、申立期間

を除き、国民年金の加入期間は国民年金保険料をすべて納付していることか

ら、申立人の保険料の納付意識は高かったものと認められる上、申立期間の

前月の昭和 60 年３月１日に国民年金に任意加入し、保険料を納付しているこ

とが確認でき（後に厚生年金保険期間と重複していたため還付）、申立期間

についても国民年金保険料を納付していたものと考えるのが自然である。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付について、Ｂ銀行Ｃ支

店で納付したとしているが、申立期間当時、同支店が国民年金保険料収納事

務を行っていたことが確認されており、申立人の主張に不自然な点は見られ

ない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本国民年金 事案 344 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から同年 12月まで 

    夫が国民年金に加入し、国民年金保険料をまとめて納めた昭和 55 年に、

私の国民年金保険料も結婚後空白がないようにまとめて納めたと夫が言っ

ている。申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は９か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、申立期間以

外の国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立人の国民年金保険料を納付したとする申立人の夫は、自分の預

金を引き出し申立人及び自分の国民年金保険料を一括納付した際、申立人と

自分の納付書を見たと具体的に主張している上、申立人の夫は申立期間に相

当する期間の保険料を第３回特例納付により納付しており、申立人の申立期

間のみが未納とされていることは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本国民年金 事案 345 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年１月から 61年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年６月から 54年３月まで 

             ② 昭和 60年１月から 61年 12月まで 

    申立期間①は、Ａ市の婦人会に毎月国民年金保険料を納めていた。申立

期間②は、毎月 25 日前後に銀行員が自宅に集金に来ており、納付書と保険

料を渡していた。昭和 60 年分及び 61 年分の確定申告書の控えがあり、確

定申告書の控えには国民年金保険料の保険料額の記載がある。申立期間が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人から提出された昭和 60 年分及び 61 年分の

所得税の確定申告書（控）にはいずれも社会保険料控除額が記載されており、

同控除額欄の国民年金保険料額は申立期間に係る国民年金保険料額と一致し

ていることから、申立人は、当該期間の保険料を納付していたものと推認さ

れる。 

   一方、申立期間①については、申立人はＡ市で婦人会の集金人に毎月国民

年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人に係る社会保険事務所

が保管する特殊台帳及びＡ市が保管する国民年金被保険者名簿では、申立期

間より後の昭和 55 年１月 21 日にＡ市に転入した旨記載されている上、申立

人が当該期間に係る保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）も無く、ほかに当該期間の保険料を納付したことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 60年１月から 61 年 12月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



熊本国民年金 事案 346 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年１月から 61年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年６月から 54年３月まで 

             ② 昭和 60年１月から 61年 12月まで 

    申立期間①は、Ａ市の婦人会に毎月国民年金保険料を納めていた。申立

期間②は、毎月 25 日前後に銀行員が自宅に集金に来ており、納付書と保険

料を渡していた。私は当時、確定申告を行っていないが、夫の昭和 60 年分

及び 61 年分の確定申告書の控えがあり、確定申告書の控えには国民年金保

険料の保険料額の記載がある。申立期間が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人から提出された申立人の夫の昭和 60 年分及

び 61 年分の所得税の確定申告書（控）にはいずれも社会保険料控除額が記載

されており、同控除額欄の国民年金保険料額は申立期間に係る国民年金保険

料額と一致していることから、申立人は、当該期間の保険料を納付していた

ものと推認される。 

   一方、申立期間①については、申立人はＡ市で婦人会の集金人に毎月国民

年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人に係る社会保険事務所

が保管する特殊台帳及びＡ市が保管する国民年金被保険者名簿では、申立期

間より後の昭和 55 年１月 21 日にＡ市に転入した旨記載されている上、申立

人が当該期間に係る保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）も無く、ほかに当該期間の保険料を納付したことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、



昭和 60年１月から 61 年 12月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



熊本国民年金 事案 347 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年２月から 41 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年２月から 41年１月まで 

    国民年金保険料は、私が妻の分と一緒に地区の納税組合に毎月納めてい

た。申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 36 年２月 15 日に申立人の妻と連

番で払い出され、36 年４月から 40 年１月までの国民年金保険料は納付済み

であるとともに、申立人が一緒に納付したとする申立人の妻は申立人の申立

期間に相当する期間は納付済みであることから、申立人夫婦の納付意識は高

かったものと考えられ、申立人のみが申立期間の国民年金保険料を納付して

いないのは不自然である。 

   また、Ａ町役場は、申立期間当時、申立人が居住する地区において納税組

合による集金が行われていたとしており、申立人の主張に不自然な点は見ら

れない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本国民年金 事案 348 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 42年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 42年 11月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、夫の国民年金保険料と一緒に納付した。

申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52年３月以降に払い出されている

ことが推認され、その時点では、申立期間は時効により国民年金保険料を納

付できない期間であるとともに、別の国民年金手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿等）が無く、申立人の国民年金保険料の納付状況に係る記憶が曖昧
あいまい

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

であるため、申立期間に係る保険料の納付状況等が不明であり、ほかに、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 



熊本国民年金 事案 349 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年８月から 45年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月から 45年８月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、父が生前に私の保険料を納めて

いたと話していたことを記憶している。 

    申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿等）は無く、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料の納付に

関与していない上、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行った

と主張している申立人の父親は既に死亡していることから、国民年金の加入

状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が居住しているＡ市及び社会保険事務所において、申立人に

対して国民年金手帳記号番号が払い出された事跡は無く、申立期間は国民年

金の未加入期間であることから、国民年金保険料を納付することができなか

ったものと考えられる。 

   さらに、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

裏付ける関係者の証言も得られず、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



熊本国民年金 事案 350 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年１月から 48 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月から 48年７月まで 

    「ねんきん特別便」の記録では、昭和 42 年１月に国民年金に加入した時

期が未加入になっているが、当時は婚姻と同時にＡ市に転居し、同市役所

で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は、自宅で集金人に毎月納

付し、領収書を年金手帳に貼
は

    当時の年金手帳を探したが、夫の仕事の関係で 13 回転居したので、全部

処分してしまったが、申立期間の国民年金保険料の納付を認めてほしい。 

ってもらっていた記憶がある。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、国民年金保険料を集金人に現金で納付して

いたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 48 年８月

28 日にＢ市において、任意加入被保険者として払い出されており、その時点

では、申立期間は国民年金の未加入期間であることから、申立人は申立期間

に係る国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる上、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

   また、申立人は、昭和 42 年１月に婚姻と同時にＡ市に転居し、同市役所に

おいて国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立期間当時、同市

を管轄する社会保険事務所の保管する国民年金手帳記号番号払出簿及び同市

の保管する国民年金被保険者名簿の中には申立人の氏名を確認できないこと

から、申立人には、Ａ市において国民年金手帳記号番号が払い出されていな

いものと考えられる。 

   さらに、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿

等）は無く、ほかに申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していた



ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



熊本厚生年金 事案 171 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年１月４日から 22年８月 29日まで 

    Ａ社に勤務していた厚生年金保険被保険者期間は、脱退手当金として支

給済みとの通知を平成 20年６月 24日に受けた。 

    脱退手当金を受給した覚えは無いので、厚生年金保険被保険者期間の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給された旨

が記載されており、その支給記録は社会保険庁のオンライン記録とも一致し

ている上、申立期間に係る脱退手当金は、申立人の厚生年金保険被保険者記

録に基づき処理され、Ａ社の資格喪失日から１か月後に支給決定されている

とともに、その支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

   また、申立期間当時は、通算年金制度前であった上、同僚からも申立人の

脱退手当金に係る周辺事情を聴くことができないほか、申立人から聴取して

も、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 172 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年３月 18日から 36年８月１日まで 

    私は、集団就職でＡ氏と一緒にＢ社に就職した。その後、Ｃ社に入社し

たが、昭和 34 年３月 18 日に退社し、その日のうちにＤ社に入社した。同

社に勤めてすぐ右の鼓膜を破る怪我をして保険証を作ってもらった。同社

に 36 年７月末まで勤務していたのは間違いないので、申立期間について、

厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間についてＤ社に勤務していたことは同僚の証言により

推認できるものの、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書、所得税源泉徴収票等の資料は無い上、

当該事業所は現存しておらず、申立人の厚生年金保険料の控除の事実を確認

できる人事記録等の関連資料を得ることができない。 

   また、社会保険事務所が保管するＤ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿に申立人の氏名の記載は無く、同名簿の整理番号にも欠落は無い上、同僚

の証言からは、申立人の厚生年金保険料の控除に関する証言は得られない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 173 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、昭和 29 年４月１日から同年９月 23 日までの期間について、厚

生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

   また、申立人は、昭和 29 年 12 月１日から 36 年７月 21 日までの期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年４月１日から同年９月 23日まで 

             ② 昭和 29年 12月１日から 36年７月 21日まで 

    申立期間①はＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者期間とな

っていないので、申立期間①を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

    また、社会保険事務所から、申立期間②については脱退手当金が支給さ

れているとの説明を受けたが、私は手続を行った覚えは無いので、脱退手

当金を受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人がＡ社に勤務していたことは申立人の姉の

証言により推認できるものの、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、所得税源泉徴

収票等の資料は無い。 

   また、Ａ社が保管する「厚生年金健康保険被保険者名簿」には、申立人の

入社は昭和 29 年９月 24 日、喪失は同年 10 月 26 日と記載されており、社会

保険事務所が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者名簿」と一致する上、

社会保険事務所が保管する同名簿の整理番号に欠落は無い。 

   さらに、事業主に対して、申立人に係る厚生年金保険料の控除等の状況に

ついて照会したものの、申立てに係る事実を確認できる関連資料や証言を得

ることができない上、申立期間当時、Ａ社に勤務していた同僚は、「当時、



入社して半年ぐらいは、見習いの期間があり、すぐに正社員になれず、厚生

年金には加入できなかったと思う。」と証言している。 

   このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   申立期間②の脱退手当金については、申立人の厚生年金保険被保険者記録

に基づき計算され、その支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②のＢ社に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月経過後の昭和 36 年 10 月

17 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、社会保険庁の記録によると、申立人が申立期間②に勤務したＢ社に

おいて、昭和 30 年１月から 46 年７月までに厚生年金保険被保険者資格を喪

失した者の中で、脱退手当金の受給資格がある７人全員が脱退手当金を受給

しており、その７人のうち５人が６か月以内に支給決定されている上、同僚

の一人は、「申立期間当時、事業所から脱退手当金の説明を受けていた。」

と証言していることを踏まえると、事業主による代理請求がなされた可能性

が否定できない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


